
 

 

（２）事業の総括概況 
 

本学校法人北星学園の2018年度における事業の運営総括概要は、以下のとおりである。 
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はじめに 

北星学園は、2018 年度を始めるにあたって、宗教主任会議からの提案に基づき、学園目標

を「ともに祈りを求め、新たな歩みへ」と定め、年間聖句に「主よ、・・・わたしたちにも祈

りを教えてください」（ルカによる福音書１１章１節）を選び、この目標と聖句のもと、学園

運営に当たってきました。学園が、キリスト教学校としての理想実現を祈りつつも、多くの反

省を抱えながらの歩みのなかで、さらには学園規模の変化や経年によって生じかねない創立の

理念共有の緩みがないよう、学園全構成員に「ともなる祈り」を促す目標であり、上よりの導

きを祈る聖句でありました。 

  2018 年度運営方針のなかで、大状況たる日本の教育界が抱える課題の一つとして、IT 技術

がもたらしている知識伝達の方法の変化が教育方法や教育現場の形態に与える影響を指摘しま

したが、早くも行政指導による一部公立学校での試行的取組みが報道され始めました。予想さ

れる進捗速度を考えれば、私学としてはハード・ソフト両面での財政を含めての準備を、時を

置かず迫られると覚悟しなければなりません。運営方針中に指摘したもう一点は、少子高齢化

社会の到来により進行している公立学校の統廃合や私立短大・大学の閉鎖や合併という事態で

した。北海道では、今春、道立と私立の「同居」（幕別青陵高校。在校生の卒業と同時に閉校）

という全く新しい形態さえ生まれました。同じく今春、大学レベルでは関西の２大学（神戸山

手大学の学部譲渡による関西国際大学と)の統合が発表されました。いずれの事例も、明確な

建学の精神を持つ私学であるならば、その存続の在り方への真剣な取組みが問われる事態です。

IT 技術の急速な革新と、統計予測上も確実に学齢期人口が減少する時代、北星学園もこうし

た大状況に囲まれていることを、学園構成員全員が共通認識として持つことが強く求められて

います。その意味でも 2018 年度の学園目標中の「ともに」は、今後も学園構成員全員が取り

続けることが要請される姿勢です。 

 

１．「建学の精神」に基づく教育の現代化について 

2018 年度運営方針のなかで、スミス先生の遺された「学校の根本理念」の後半部分、「多様

な分野の有用な知識を教えることにより、実生活の義務と責任を果たせる人間を育てること」

が、他のキリスト教学校の建学の精神に見られない特徴であると、外部の識者から指摘されて

いることを紹介しました。創立以来の根本理念であるこの姿勢を、現在、中学校から大学院に

至るまでの異なるライフステージにある生徒・学生・院生に対して、どのように現代化するか、

細やかな対応が必要です。中高段階ではほとんどの生徒が上級進学する現在、適切な進路指導

とそれに見合う態勢、大学段階ではほとんどの学生が職業選択へ向かう現在、帰属先発見を支

える学部・学科・専攻等の整備が必要です。各校、それぞれの取組みが行われていますが、大

状況に見られる変化の速度に見合っているのか、決定への躊躇はないのか、策定や決定の仕組

みに問題はないのか。北星学園将来構想(グランドデザイン)の策定とも関連する事柄でもあり、



 

 

新年度以降にも検討を繋げねばなりません。 

 

 

２．一つの学園としてのより緊密な連携を 

総合学園としての教育精神の継承や優位性を図るために、学園教職員の年間の行事である新

年礼拝（１月）、新任職員研修会（４月）、学園研修会（７月）、クリスマス礼拝（12 月）を実

施しました。学園研修会では 2018 年度も午前中の講演などは教員と職員とが合同で開催し、

午後からは分かれて実施しましたが、それぞれの課題の理解や情報交換ができたと評価されて

います。学園主催のクリスマス礼拝と祝会はマンネリ化を避けて趣向を凝らしたプログラムを

設定しました。 

今年度も学園内教育連携委員会を通して、高大連携活動に取り組みました。中学高校に配分さ

れている各年度 2000 万円の政策予備費を学園内高大連携活動として、附属高校の「探究プロ

グラム」、女子中学高校の「Core コース北星大私大系連携プログラム」などに有効に使用しま

した。また、各校の学校祭や体育祭、文化展、コンサート、クリスマス行事、商品開発などの

イベントに参加しました。特に 10月には附属高校の吹奏楽部の定期演奏会に当委員のみなら

ず学園内に呼びかけた結果、大勢が参加しました。 

なお、2019 年度をもって区切りとなる政策予備費のあり方の検討が必要です。また、５年

を経た「学園内高校推薦入学者の個人情報開示」は、進路指導の活用状況などの検証が必要で

す。 

 

 

３．学園キリスト教教育の推進について 

建学の精神を具体化し、生徒・学生、教職員の宗教的霊的成長を目指してキリスト教活動を

進めてきました。そのため、『サラ・スミスと女性宣教師』（2017 年発行）や諸出版物を用い

て創設者の教育精神を受け継ぐことに努めました。 

７年目を経た「学園キリスト教センター」は運営委員会を中心に二人のスタッフとともに各

校のクリスマス礼拝など宗教行事に参加し、必要に応じて援助してきました。今年度もまた、

以下のようなキリスト教活動に取組みました。 

センター報『北星教育』（10 号）、年報『北星教育と現代』（第７号）の発行、６月には「教

会と学園教職員との対話」集会、11 月には、「キリスト教(主義)学校でありつづけるために」

の講演会を実施しました。また、冊子『Shine like stars in a dark world』や改訂版『北星

学園とキリスト教』を新入生や新任教職員に配布しました。北星学園、北海道内（クララ・ロ

ーズなど）のキリスト教関係の資料の収集、整理に努めてきました。学園の年間聖句に従って、

学園各校において祈りの会が実施されてきています。 

 

 

４．北星学園将来構想（グランドデザイン）の策定について 

2018 年９月に開催した理事会研究会での「将来構想策定の方向性」についての討論を経て、

学園総合企画委員会で検討を開始しました。当初 10 年間を立案期間の目途としていましたが、

文部科学省の中央教育審議会による「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」

に倣い、2020 年から 2040 年までの 20 年間を見据えたグランドデザインを総合的に検討する

とともに、今後 10 年間で取組むアクション・プラン（行動計画）を立案することとしました。 

なお、学園内の各学校及び各委員会等に対し、2000 年２月の学園将来構想で掲げていた

「具体的方策」の各事項について、改めてその実施の必要性・可能性等の検討とともに新たに

取組むべき事項について検討するよう要請しました。また、事前準備として学長・校長等に対

し、「建学の精神に基づく学校の理念」、「これまで社会に果たしてきた学校の役割」、「学校の



 

 

特徴と強み」及び「学校の未来」の４項目のアンケート・インタビューをコンサルティング会

社に依頼し実施しました。 

 

 

５．取組むこととしていた個別重点課題について 

１）スタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）の取組みについて 

「これからの北星学園―魅力ある総合学園を考える―」を主題とした学園研修会を開催しま

した。午前は、教員と事務・用務職員の合同で「教育機関における『チーム（職種間連携・

協働）』が切り拓く可能性と課題」をテーマとした勝野正章東京大学大学院教授の基調講演

とともに現在、札幌市防災協会の防災・危機管理専門官として活躍されている北星学園大学

卒業生を迎えて「防火・防災の知識」を学びました。午後はそれぞれ分かれて、教員は「各

校の魅力ある取組み」の事例報告を基に、テーマ毎 10 の分散会に分かれ意見交換し交流を

図りました。また、事務・用務職員は、「学園の定める諸規程に基づく事務処理を徹底させ

るよう組織全体としてルールを確認すること」との理事長の指示を受け、「事務職員のビジ

ネスマナー」を学ぶとともに「物品調達に係る手続き」を確認しました。 

一昨年４月から義務化されたスタッフ・ディベロップメント（ＳＤ）に対する文部科学省

通知では、その目的を大学等運営の高度化と位置付け、ＳＤを事務職員の能力開発とは限定

せず、教職員の協働関係の確立という観点から、目的に応じた柔軟な取組みが求められてい

ます。このことを踏まえ、学園将来構想の策定項目に「研修制度のあり方」を加え、学園研

修会をはじめとする学園及び各学校が行うＳＤ及びファカルティ・ディベロップメント（Ｆ

Ｄ）等の組織的取組みについて検討することとしました。 

２）新給与体系への取組みについて 

教職員組合に提示した「新給与体系（骨子原案等）について」及び「新給与体系・新定年

制に係る組合提案」を基に、懇談会や事務レベルの協議を進めてきましたが、計画していた

教職員に対する説明・意見聴取や新給与体系の具体案作成には至りませんでした。そのため、

新給与体系への移行時期を 2019 年４月としていた「新給与体系の策定等に係るロードマッ

プ（2018 年 3 月 29 日付け北星理発第 223 号）」を変更し、その取組みを継続することとし

ました。 

新給与体系への取組みは、学園財政の健全化へつなげる重要課題です。また、教職員の働

き方改革（就業環境の改善）においても重要な課題となることを認識し、学園将来構想の一

環として次年度も引き続き学園人事制度検討委員会及び学園総合企画委員会において検討を

行っていきます。 

以 上 

 


